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都市化された内湾域が⼤気中の⼆酸化炭素（CO2）の吸収源であることは先⾏研究から

⽰唆されていましたが、その規定要因に関する正確な評価はなされていませんでした。国

⽴環境研究所・地球環境研究センターの所⽴樹特別研究員らと、港湾空港技術研究所、静

岡⼤学、⼤阪市⽴⼤学の共同研究チームは、篤志貨物船（商船）や調査船の観測データを

基に、2005 年から 2016 年（⼤阪湾は 2011 年から）の東京湾・伊勢湾・⼤阪湾の湾内と

その周辺海域の海洋⽣物活動による⼤気中 CO2 の吸収量を初めて明らかにしました。研究

の結果、これらの内湾では沿岸域としては世界でも有数の CO2 吸収域であることが明らか

となりました。また海洋⽣物活動による⼤気中 CO2 の吸収量は内湾域の吸収量の最⼤で約

3 割を占めており、湾内に流⼊する適度の栄養塩を含んだ下⽔処理⽔が活発な海洋⽣物活

動を促進していることが主要な要因となっていました。沿岸域では今後も世界的に⼈⼝増

加や産業の拡⼤を伴う都市化が進むことが予測されていますが、本研究で得られた知⾒は、

都市化に対応した下⽔処理により、有機物を効果的に除去する⼀⽅、適度の栄養塩濃度を

保つことが炭素循環を通じた将来の気候変動対策の⼀つになりうることを⽰唆しています。 

本研究成果は、海洋学分野の学術誌「Journal of Geophysical Research-Oceans」に

2021 年 5 ⽉ 13 ⽇付でオンライン先⾏公開されました。 
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1. 背景 

海洋は、地球表層で最も多くの炭素を貯蔵している場所とされています（IPCC 第 5 次

報告書によると海洋で約 39 兆トン、⼤気中に約 8 千億トン、陸域に２〜4 兆トン）。その

ため、海洋と⼤気の間での⼆酸化炭素（CO2）交換は、将来の気候変動を予測する上で最も

重要な要因の⼀つです。太平洋などの主要な海域における過去数⼗年間にわたる CO2 交換

量の解析から、海洋の外洋域で⼈為起源 CO2 の 25%程度が吸収されていることやその時

空間的変動について明らかになってきています。⼀⽅、沿岸域（ここでは陸⽔の影響が及

ぶ範囲の⽔域と定義）では CO2 交換過程が外洋と⽐べて⾮常に複雑であるため、正確な交

換量についてはいまだ議論が続いているのが現状です。例えば、河⼝付近の沿岸域では河

川⽔を通して陸域から有機物が流⼊し分解されることで⼤気中へ CO2 が放出されます。⼀

⽅、海草場のような植⽣が⾒られる沿岸域では、年間を通した CO2 吸収が何例か報告され

ています。沿岸域は海洋全体の 0.5%の⾯積に過ぎない狭い領域ですが、地形や植⽣、周

辺からの有機物流⼊、⼟地利⽤変化の影響を強く受けて CO2 交換（吸収もしくは放出）が

盛んなことから、その交換過程や交換量の正確な評価が重要な課題となっています。 

内湾域は、沿岸域の中でも特に⼈為的な有機物や栄養塩の流⼊負荷や⼟地利⽤の影響に

より、将来的な都市化（⼈⼝の増加や産業の拡⼤）に伴う CO2 交換量への影響も⼤きいこ

とが予想されます。いくつかの研究例では、⽇本の都市化された内湾域は年間を通して⼤

気中の CO2 吸収源であると報告されています(Endo et al., 2018; Kubo et al., 2017)。

特に東京湾では、下⽔処理により窒素やリンなどの栄養塩と⽐べて分解されやすい有機物

が多く除去されるため、処理⽔に含まれる有機物の分解に伴う CO2 放出よりも、処理⽔中

の栄養塩が植物プランクトンの光合成を促進することによる CO2 吸収が卓越することが⽰

唆されています。しかしながら、先⾏研究は湾内の観測データのみを扱っていたため、湾

内に流⼊する河川⽔や湾外から流⼊する外洋⽔による CO2 交換量への影響を正確に評価で

きていませんでした。例えば、東京湾に湾外から流⼊する外洋⽔は湾外でも CO2 を吸収す

る性質を有しますが*1、湾内で観測された CO2 吸収量のうち湾内の光合成・呼吸や、有機

物分解といった⽣物活動の影響がどの程度寄与していたのか正確に評価することがこれま

でできていませんでした。 

本研究では、上記の問題を解決するために、国⽴環境研究所がトヨフジ海運株式会社の

協⼒を得て⻑年実施している篤志貨物船による東京湾・伊勢湾・⼤阪湾の都市内湾域およ

び外洋域の観測データ*2 と先⾏研究の観測データを組み合わせ、CO2 分圧等の無機炭酸系

パラメータと*3 ⼤気―海⽔間 CO2 交換量の変動を算出し、河川⽔・外洋⽔による CO2 交換

量を定量化することで湾内の⽣物活動による CO2 交換量を初めて評価しました。また、そ

れらの結果から、都市内湾域における CO2 交換過程と将来の気候変動対策について考察し

ました。 



 
2．内容と結果 

 本研究では、東京湾・伊勢湾・⼤阪湾とその周辺の海域において、トヨフジ海運株式会

社が管理する篤志貨物船（Pyxis, New Century 2, Trans Future 5）による 2005 年から

2016 年までの観測データ（⼤阪湾のみ 2011 年から 2016 年まで）を使⽤しました（図

1）。また、東京湾・⼤阪湾においては、それぞれ東京海洋⼤学*4 の調査船（⻘鷹丸）と神

⼾⼤学の実習調査船（おのころ）*5 による観測データを併⽤しました。河川⽔・外洋⽔に

よる CO2 交換量はそれらの単純混合を仮定した無機炭酸系パラメータモデルから時空間変

動を算出し、それらと測定値との差分を湾内の⽣物活動の影響として評価しました（図 2）。 

 解析の結果、上記 3 つの湾は全て⼤気中 CO2 の吸収源で、単位⾯積当たりの吸収量は世

界でも有数の⼤きさであることが分かりました。また、⽣物活動による CO2 の吸収は明瞭

な季節変動を⽰しており、夏に吸収量が最⼤になっていました (図２)。CO2 吸収における

海洋⽣物活動の寄与は 6-27%で、どの⽔域でも湾奥から 20 km ほどの⽔域で最⼤となっ

ていました。⼀⽅、河川⽔による CO2 放出は湾奥から 5 km 以内の⽔域に限定されていま

した（図 2）。3 つの湾の中で最⼤の周辺⼈⼝を持つ東京湾では、栄養塩濃度・CO2 吸収に

おける⽣物活動による寄与分ともに最も⼤きな値を⽰していました。このことから、⽣物

活動による寄与分は、周辺⼈⼝と関連した下⽔処理⽔の流⼊量に⽐例した湾内の栄養塩濃

度に左右されていることが⽰唆されています。ただし、⼤阪湾の CO2 吸収量は栄養塩濃度

や下⽔処理⽔の流⼊量から期待される吸収量と⽐べて少なく、瀬⼾内海との海⽔の交換で

⽣物活動による⽔中 CO2 の減少分が希釈されていたことが想定されます。 

 上記の解析結果は、都市化（周辺⼈⼝の増加）に対応した下⽔処理により、有機物を効

果的に除去する⼀⽅、適度の栄養塩濃度を保つことが⼤気中 CO2 吸収を促進させることを

⽰唆しています。沿岸域の都市化は今後数⼗年で世界的に拡⼤することが予想されている

ため、上記の下⽔処理による CO2 吸収が今後の⼤気中 CO2 濃度増加の抑制策の⼀つになる

ことが期待されます。 

 

3. 今後の展望 

 本研究により、都市域内湾が⼤気中 CO2 の吸収源であり、湾内に流⼊する適度の栄養塩

を含んだ下⽔処理⽔が活発な海洋⽣物活動を促進していることが主要因であることが⽰さ

れました。また、有機物除去を重視した下⽔処理が伴う沿岸域の開発が将来の気候変動対

策の⼀つとなりうることが⽰唆されています。沿岸域の CO2 収⽀について詳細に把握する

ためには、他の⽔域も含めたより広範な条件下での解析が必要です。例えば、海外の下⽔

処理率の低い⽔域では観測時期による CO2 吸収と放出の振れ幅が本研究の結果よりも⼤き

く、CO2 吸収源としては⽐較的に不安定であることが⽰唆されています（Cotovicz et al., 

2015; Koné et al., 2009）。このような研究例も含めて解析を進めることで、沿岸域の都



 
市化と CO2 吸収のより詳細な理解につながることが期待されます。 

 

４．参考図 

 
図 1．計測データの分布．⿊のプロットが篤志貨物船の計測データ採取点．⻘のプロットが東

京海洋⼤（東京湾）と⼤阪市⽴⼤（⼤阪湾）の計測データ採取点．⾚の星印は湾奥基準点．緑

の菱印はそれぞれの湾の最⼤の処理能⼒を持つ下⽔処理プラントの場所を⽰す． 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．⽣物活動の影響による CO2 交換量の平均値．湾内の⽣物活動による CO2 交換量 (下段︓

Fb)は観測された値（上段︓F）と河川⽔と外洋⽔による交換量（Fab）の差分（Fb = F - Fab）

に該当する。エラーバーは炭酸系パラメータモデルの誤差を⽰す． 

 

 



 

5. 注釈 

*1: ⽇本の太平洋岸の海⽔は、世界の海洋でも有数の⼤気中 CO2 の吸収源とされている 

(Takahashi et al., 2002, 2009)。これは温かい⿊潮が北上する過程で冷たい親潮と混合

したり、冬季に⼤気によって冷やされたりすることで⼤気中の CO2 が溶けやすくなる効果

のため。 

*2:測定データはオープンデータベースである Surface Ocean CO2 Atlas (SOCAT; 

https://www.socat.info)上でアクセスできる。 

*3: 無機炭酸系パラメータとは、⽔中に溶存した CO2 と無機炭酸イオン（HCO3
-, CO3

2-）

に該当する。またこれらの濃度から、⼤気―海⽔間 CO2 交換量や⽔中の pH などを計算す

ることができる。 

*4: 共同研究者の静岡⼤学の久保篤史講師が東京海洋⼤所属時に測定・解析を担当。 

*5︓共同研究者の⼤阪市⽴⼤学の遠藤徹准教授が神⼾⼤学の実習調査船に乗船し測定を担

当。 
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7. 研究助成 

本研究は地球環境保全試験研究費 (環 1751) の⽀援により⾏われました。 
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